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【報告・紹介】
11 時間で化学物質政策基本法案を作成
――第 3 期法案作成講座報告
千葉大学大学院人文社会科学研究科公共研究センター　リサーチ・アシスタント／　
千葉大学大学院社会文化科学研究科都市研究専攻（博士後期課程）　
角田　季美枝
　公共研究センターには、市民活動と連携した公共研究拠点の側面がある。そ
の活動の一環として 2006 年から主に市民活動団体を対象にした法案作成講座
が実施されている。実施責任者の倉阪秀史准教授によれば、容器包装リサイク
ル法改正に向けた活動をしている団体とともに改正案づくりをしたのがきっか
けだが1、その後、「霞ヶ関にいなくても法案をつくることができることを知っ
てもらおう」という趣旨で毎年秋に 1 回 3 時間計 4 回連続で講座を行ってい
る。2007 年は環境影響評価法改正案の作成がなされた。第 3 期にあたる 2007
年度はこの 10 ～ 11 月に開催され、化学物質政策基本法案の作成に取り組んだ。
予定より 1 時間早く終了したので、11 時間で作成できてしまったことになる
（第 1 回は参加者からのニーズのヒアリングだったため、条文作成だけで考え
れば実質は 8 時間であるが･･････）。法案作成をこの講座でどのように行った
のか、概要を報告する。
　参加の呼びかけは関連団体関係者が中心
　法案作成講座は、毎回、異なる環境政策分野を取り扱っている。第 3 期の
1 関連の報告は中村秀次（2005）「3R の実現をめざす『容器包装リサイクル法の改正
を求める全国ネットワーク』の活動」、『公共研究』第 2 巻第 4 号、pp.197-206 を参照
されたい。
　また、法案作成講座の成果物については、http://www.hh.iij4u.or.jp/~kurasaka を
参照されたい。
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呼びかけに際して、今回は化学物質の分野で法案作りを行うとした。これは、
特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
（PRTR 法）、化学物質審査規制法改正の審議が始まっているタイミングであっ
たことによる。10 月中旬、別掲の呼びかけが関連市民団体のメイリング・リ
スト、環境経済・政策学会の会員メイリング・リストなどになされた。
　この呼びかけに応じて、実際に参加したのは毎回 8 ～ 10 人程度である。し
かし、環境ホルモン・ダイオキシン対策国民会議事務局長や常任幹事、ＷＷＦ
ジャパンシニア・オフィサー、有害化学物質削減ネットワーク理事、化学品安
法案作成講座（第 3 期）のお知らせ
　今年も、法案作成講座を開講します。一昨年は容器包装リサイクル法改正、
昨年は環境アセスメント法改正をそれぞれ検討しました。
　今年のテーマは「化学物質管理のための新しい法制度」です。
　日程は、以下のとおりです。すべて、田町駅徒歩 2 分にある、千葉大学サテ
ライトオフィス（キャンパスイノベーションセンター内）で開催します。
　第 1 回　10 月 26 日（金）18:30-21:30
　第 2 回　11 月 2 日（金）18:30-21:30
　第 3 回　11 月 9 日（金）18:30-21:30
　第 4 回　11 月 16 日（金）18:30-21:30
　第 1 回に、参加者のみなさんから、どのような法制度が必要かヒアリングを
します。第 2 回から第 4 回では、参加者のみなさんからご意見をいただきながら、
法案作成作業をします。
　この講座の目的は、法案づくりがどのように行われるかを体験していただく
ことです。参加者のみなさんは、できあがった法案に責任を負いません。
　参加者のみなさんには、可能な限り、全 4 回の講座に出席していただきたい
と思います。
　参加費は無料です。
　参加希望の方は、●●●●までメールしてください。よろしくお願いします。
千葉大学公共研究センター（法経学部准教授）　倉阪秀史
●●●●
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全管理研究所所長など、全国規模あるいはグローバルに活動している団体の中
心人物が集まった。
　IT を駆使した作成作業の進めかた
　法案作成講座では、千葉大学のサテライトオフィスの部屋に置かれている大
画面スクリーンに検討内容を映し出しつつ、倉阪准教授が参加者の意見を聞き
ながらパソコンで法案作成の作業を行う。その際に、インターネットを使って
関連の法律の内容や動向をチェックする。
　第 1 回では、開催趣旨やどのように作成していくのかという全体の予定が倉
阪准教授から説明され、その後、どのような内容の法案が必要なのかについて
の検討が行われた。具体的には参加者がそれぞれ自己紹介を行って、今回作成
する法案にどのような内容を盛り込むことを期待するのかを述べていき、その
内容をパソコンに入力していく。この段階では全く自由に意見が交わされ、出
された内容を削除するような作業は行わない。
　参加者からは、PRTR 法改正案のパブリックコメントで市民団体サイドの意
見がほとんど反映されなかった点、国際的な化学物質管理のための戦略的アプ
ローチ（SAICM）、EU の REACH（欧州化学物質規制）などの国際動向、国
内の法律改正などの動向、国際動向と国内動向のギャップなどが述べられると
ともに、新化学物質政策 NGO フォーラム2 にて行われた「化学物質管理のあ
り方に関する市民からの提案」（2006 年 12 月；概要を別表に示す）などが紹
介された。これらの内容を踏まえて、基本法案的な法案を作成することになった。
　第 2 回以降は第 1 回でインプットされた内容をもとに、基本法案の条文が
作成された。
　具体的には、法令データ提供システム3 を使って既存の法律を参照し、その
2 詳細は以下を参照されたい。http://toxwatch.xteam.jp/hp/policy/ngoforum200703.
html
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中で利用できる内容を選び出し、化学物質政策にあわせて文面を修正する作業
である。現在、このデータベースは総務省行政管理局が管理しているもので、
表　化学物質管理のあり方に関する市民からの提案（2006 年 12 月）
新化学物質政策 NGO フォーラム
１．化学物質管理のあり方の基本的方向性に関する提案
　⑴　総合的管理システムの確立
　⑵　ライフサイクル管理システムの構築
　⑶　既存物質を含む事前審査制度の確立
　⑷　予防原則の確立
　⑸　代替原則の確立
　⑹　市民参加の保障
２．化学物質に関する情報の収集、伝達のあり方に関する提案
　⑴　情報収集の主体・内容について
　⑵　データの評価・登録・管理について
　⑶　情報公開、情報伝達について
３．GHS 制度の本格導入に関する提案
４．化学物質管理手法に関する提案
　⑴　上市前審査制度の整備
　⑵　上市後の管理システムについて
５．リスク評価・リスク管理のあり方に関する提案
　⑴　実施主体
　⑵　予防原則の適用
　⑶　高懸念リスクに着目したリスク評価の実施
　⑷　複合曝露・複合影響を勘案した評価・管理
　⑸　市民参加の保障
６．新たな被害に対する救済制度に関する提案
　⑴　医療体制の整備
　⑵　救済制度の創設
　⑶　相談体制の整備、周知・啓発
７．新たな課題への対処
　⑴　新技術の導入の際の総合的評価制度の確立
　⑵　ナノ技術に関する提案
（出典） http://toxwatch.xteam.jp/hp/policy/proposal.html より「私たちの提案」に関する項
目を抜粋
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官報情報をふまえて施行期日を迎えた一部改正法令等を被改正法令へ順次反映
させている。2007 年 11 月 2 日現在、憲法、政令、勅令、府令、省令、規則
等、約 7300 件が搭載されており、用語検索によって該当の法律等一覧が瞬時
にできるようになっている。このデータベースは法案作成に必須とされている
ものだが、1990 年代後半までは霞ヶ関官僚、国会議員しか閲覧できなかった
ものである。国会への法案の提案は内閣提出と議員立法と 2 つのルートがある。
内閣提出の場合、国会提案前に内閣法制局の「審査」を受けなければならないが、
その審査は既存の法律に重複しない内容なのかどうか、文言が既存の法律にあ
るものを極力使用しているのか、等の編集上の確認がきびしく行われる。その
ため、既存の法律の内容、文言の入念なチェックが提案側に要求されるのでデー
タベースへのアクセスが必須なのである。それが電子政府化によって一般公開
されるようになり、法案作成のハードルが一挙に下がったわけである。市民立
法（イニシアティブ）にとって必須のツールといえる。
　条文作成のポイント、プロセス
　今回作成の法案は個別法ではなく基本法であるという点から、国が「ある行
政分野について施策の基本的な方向性を示す」（倉阪 2004：68）ことが鍵と
された。内容については、理念や各主体の責務など個別政策全般の方向性を規
定する内容、行政計画の策定、白書の作成・国会への提出・公表、施策の具体
的な内容に関する規定などを盛り込むことになる4。
　今回の法案作成にあたって、主に利用した法令等は以下である（名称は通称
で書いている場合もある）。
⑴ 　主に基本法としての構造や内容を参照したもの：食品安全基本法、環境基
本法、エネルギー政策基本法
3 http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
4 基本法と個別法の関係について、環境基本法の例が倉阪 2004：68-70 に紹介され
ている。
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⑵ 　主に化学物質政策について参照したもの：化学物質審査規制法、PRTR 法
⑶ 　主に化学物質による汚染修復について参照したもの：自然再生法、環境影
響評価法
⑷ 　省庁から独立の委員会設置について参照したもの：独占禁止法、公害等調
整委員会設置法
　条文の内容については、倉阪准教授が編集したものの文面を一条ずつ参加者
全員で議論、確認するというプロセスで進めた。異論が出た場合でも、議論を
尽くして全員が納得するものにしていく点に特徴がある。また、法案作成講座
の趣旨にのっとり、国が実現するにはかなり困難かもしれないという内容で
あっても削除せずに、参加者のニーズを最大限盛り込むことを主眼にして法案
の形にまとめていく点も特徴かもしれない。
　既存の法令にない内容でも、国際的に（他国や国際的なガイドラインなどで）
すでに公表されているような内容をどんどん入れ込んでいく。そのときに国際
情勢など正確に把握している参加者から、より詳細な、また最新の状況が説明
されるとともに、この内容の背景にはこういう事情があるという“裏話”も共
有される。なお、法令データ提供システムで検索すると意外な点も発見できて、
そのたびに歓声もあがる。たとえば条文にカタカナを使用できるかどうか、と
いう点などである。
　議論の時間が特に多かったのは理念（原則）をどこまで入れるか、省庁から
独立した委員会の規定何をどこまで具体的に盛り込むか、さらに被害者救済規
定をどこまで盛り込むかという点であり、3 回目までの段階で盛り込めなかっ
た内容が多かったため、第 4 回で完成できるか懸念された。しかし、最終回
は予定より 1 時間早く完成でき、その瞬間に「万歳！」の声が響き渡った。
　完成した法案は末尾に資料として掲載したので参照してほしい。主な特徴は、
別表の内容がほぼ網羅されたことである。たとえば、理念の中に、業界団体の
抵抗が強くなかなか法制度に盛り込めない「予防原則」の内容も入っている。
管理のターゲットグループには胎児などのハイリスクグループや人間以外の生
千葉大学　公共研究　第４巻第４号（2008 年３月）
241
命も含めることとした。化学物質の審査を行う組織は、省庁からの独立を担保
するために国家行政組織法三条に基づく行政委員会（三条委員会）の形態を選
んだ。なお、残念ながらナノテクノロジーに関する内容は別途個別法で規制す
る方が望ましいという結論となり、含めることを見送った。
　呼びかけ文には、「参加者のみなさんは、できあがった法案に責任を負いま
せん。」とあるが、今回の参加者の間ではこの法案をもとに国会ロビー活動な
どできないかという検討がなされていく予定だ。
　実際の法律施行までの過程は、法案作成後、①内閣法制局の審査、②他省庁
折衝・覚書締結、③与党合意取り付けがあり、これらがすべて終了されてから、
④閣議決定、⑤国会審議、⑥修正案合意（附帯決議付き）、⑦公布、⑧施行と
長い道のりがある。さらに、施行後の運用でどの程度達成されているのかとい
う監視も必要になり、達成状況が芳しくない場合など改正案の提案も必要であ
る。市民社会セクターがまだまだ脆弱な日本では、市民団体が政策提案・運用・
評価の全過程まで眼を行き届かせることは大変厳しいが、法案作成については
霞ヶ関官僚と遜色のない内容ができるという点は、市民社会の関心を配慮した
公共政策推進にとって大きな一歩である。
　倉阪准教授は今後も法案作成講座を開催するとのことなので、関心のある方
はぜひ問い合わせしてほしい。
＊問い合わせ先：
kurasaka@hh.iij4u.or.jp
〈参考文献〉
倉阪秀史（2004）『環境政策論：環境政策の歴史及び原則と手法』信山社出版
 （つのだ・きみえ）
 （2008 年 1 月 16 日受理）
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■資料
化学物質政策基本法案
第一章　総則
（目的）
第 一条　この法律は、化学物質が国民生活の安定向上並びに国民経済の維持及び発
展に欠くことのできないものであるとともに、その利用が人の健康の保護又は生
態系の保全上の支障を生じさせるおそれがあることにかんがみ、化学物質による
リスクの低減に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体
の責務等を明らかにするとともに、化学物質によるリスクの低減に関する施策の
基本となる事項を定めることにより、化学物質によるリスクの低減に関する施策
を長期的、総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
（定義）
第 二条　この法律において「化学物質」とは、元素及び化合物（それぞれ放射性物
質を除く。）をいう。
２ 　この法律において、「リスク」とは、人の健康の保護又は生態系の保全に及ぼし
うる影響であって、その影響の大きさとその影響が発生する可能性によって測ら
れるものをいう。
３ 　この法律において、「新規化学物質」とは、化学物質の審査及び製造等の規制に
関する法律（昭和四十八年十月十六日法律第百十七号）第二条第七項に定める化
学物質をいう。
４ 　この法律において、「既存化学物質」とは、前号に定める化学物質以外の化学物
質をいう。
（上市前のリスク評価）
第 三条　化学物質は、そのリスクを適正に評価されない限り、製造し、又は輸入さ
れてはならない。
（影響を受けやすい人及び生態系への配慮）
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第 四条　化学物質の管理は、化学物質による影響を受けやすい人の健康及び生態系
の機能が維持されることを旨として、行われなければならない。
（ライフサイクル管理）
第 五条　化学物質の管理は、化学物質によるリスクを総合的かつ計画的に削減する
必要があることにかんがみ、このために必要な措置が、化学物質の研究開発から、
製造、輸入、運搬、保管、販売、使用、排出、再生、処分に至るすべての段階（以
下「化学物質のライフサイクル」という。）を通じて適切に講じられることにより、
行われなければならない。
（予防的取組方法）
第 六条　化学物質の管理は、完全な科学的証拠が欠如していることをもって対策を
延期する理由とはせず、科学的知見の充実に努めながら対策を講じる方法（以下「予
防的取組方法」という。）にのっとり、適切に行われなければならない。
（代替化の推進）
第 七条　化学物質の管理は、リスクが大きい化学物質をリスクが少ない化学物質に
代替させていくことによって、化学物質によるリスクを可能な限り少なくするこ
とを旨として、行われなければならない。
（すべての関係者の参加）
第 八条　化学物質の管理に関する施策の策定は、化学物質に係るすべての関係者に
よる積極的な参加のもとに行われなければならない。
（国際的協調）
第 九条　化学物質の管理に関する施策の策定は、化学物質が国際的に移動するもの
であることにかんがみ、国際的協調の下に行われなければならない。
（国の責務）
第 十条　国は、前七条に定める化学物質の管理についての基本理念（以下「基本理
念」という。）にのっとり、化学物質のリスクの低減に関する施策を総合的に策定し、
及び実施する責務を有する。
（地方公共団体の責務） 
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第 十一条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、化学物質のリスクの低減に関し、
国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会
的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。
（事業者の責務）
第 十二条　化学物質の生産、輸入又は販売その他の事業活動を行う事業者（以下「化
学物質関連事業者」という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっ
て、自らが化学物質によるリスクの低減について第一義的責任を有していること
を認識して、化学物質によるリスクを低減させるために必要な措置を化学物質の
ライフサイクルの各段階において適切に講ずる責務を有する。
２ 　前項に定めるもののほか、化学物質関連事業者は、基本理念にのっとり、化学
物質の製造、輸入又は販売その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に
係る製品その他の物が使用され又は廃棄されることによるリスクの低減に資する
ように努めるとともに、その事業活動において、化学物質によるリスクの低減に
資する原材料、役務等を利用するように努めなければならない。
３ 　前二項に定めるもののほか、化学物質関連事業者は、基本理念にのっとり、そ
の事業活動を行うに当たっては、その事業活動に係る化学物質に関する正確かつ
適切な情報の提供に努めなければならない。
４ 　前三項に定めるもののほか、化学物質関連事業者は、基本理念にのっとり、そ
の事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する化学物質によるリスクの低減
に関する施策に協力する責務を有する。
（消費者の役割） 
第 十三条　国民は、化学物質によるリスクの低減に関する知識と理解を深めるとと
もに、化学物質によるリスクの低減に関する施策について意見を表明するように
努めることによって、化学物質によるリスクの低減に積極的な役割を果たすもの
とする。
（法制上の措置等） 
第 十四条　政府は、化学物質によるリスクの低減に関する施策を実施するため必要
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な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。
（国会に対する報告） 
第 十五条　政府は、毎年、国会に、化学物質によるリスクの低減に関して講じた施
策の概況に関する報告を提出しなければならない。 
第二章　化学物質によるリスクの低減に関する基本的施策
（化学物質基本計画）
第 十六条　政府は、基本理念にのっとり、化学物質によるリスクの低減に関する施
策の長期的、総合的かつ計画的な推進を図るため、化学物質によるリスクの低減
に関する基本的な計画（以下「化学物質基本計画」という。）を定めなければなら
ない。
２　化学物質基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　化学物質によるリスクの低減に関する施策についての基本的な方針
二 　化学物質によるリスクの低減に関し、長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施
策
三 　化学物質によるリスクの低減に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推進
するために重点的に研究開発のための施策を講ずべき化学物質に関する技術及び
その施策
四 　前三号に掲げるもののほか、化学物質によるリスクの低減に関する施策を長期
的、総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３ 　内閣総理大臣は、化学物質安全委員会の意見を聴いて、化学物質基本計画の案
を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
４ 　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、化
学物質基本計画を公表しなければならない。
５　前二項の規定は、化学物質基本計画の変更について準用する。
（新規化学物質の登録）
第 十七条　国は、新規化学物質を製造し、又は輸入しようとする者が、化学物質に
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よる人の健康及び生態系に悪影響を及ぼすおそれについての評価（以下「化学物
質リスク評価」という。）を行い、その結果を、その用途とともに、化学物質評価・
調整委員会に登録するよう、必要な規制の措置を講じなければならない。
（既存化学物質の登録）
第 十八条　国は、政令で定める量を超える既存化学物質を製造し、又は輸入しよう
とする者が、政令で定める期間内に、所要の化学物質リスク評価を行い、その結
果を、その用途とともに、化学物質評価・調整委員会に登録するよう、必要な規
制の措置を講じなければならない。
（登録されていない用途以外で使用される化学物質の登録）
第 十九条　国は、登録されている化学物質について、登録された用途以外の用途で
使用しようとする者が、所要の化学物質リスク評価を行い、その結果を、その用
途とともに、化学物質評価・調整委員会に登録するよう、必要な規制の措置を講
じなければならない。
（高懸念化学物質に関する規制）
第 二十条　国は、化学物質による人の健康及び生態系に悪影響を及ぼすおそれがと
くに高いものとして政令で指定する物質（以下「高懸念化学物質」という。）の製造、
輸入、運搬、使用及び排出を制限するよう、必要な規制の措置を講じなければな
らない。
２ 　国は、高懸念化学物質を含む廃棄物が、当該化学物質の製造、販売等を行う事
業者によって、適正に回収され、処理されるよう、必要な措置を講じなければな
らない。
（化学物質に関する情報共有）
第 二十一条　国は、化学物質の製造、輸入又は販売の事業を行う者が、当該化学物
質に関する情報を当該化学物質又は化学物質を用いた製品を使用し、廃棄する者
に対して、適切に提供することにより、当該化学物質を使用し、廃棄する際のリ
スクが低減されるよう、必要な措置を講じなければならない。
２ 　国は、化学物質若しくは化学物質を用いた製品を使用又は廃棄の事業を行う者
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が、当該化学物質の用途に関する情報を、当該化学物質を製造、輸入又は販売す
る者に対して、適切に提供することにより、当該化学物質を使用し、廃棄する際
のリスクが低減されるよう、必要な措置を講じなければならない。
（化学物質に関する表示）
第 二十二条　国は、化学物質若しくは化学物質を用いた製品の製造、輸入又は販売
の事業を行う者が、国際的な連携を確保しつつ、当該化学物質に関する表示を適
切に行うよう、必要な措置を講じなければならない。
（化学物質の製造、輸入、貯蔵、取扱、排出又は移動に関する届出及び公表）
第 二十三条　国は、化学物質を製造、輸入、貯蔵、取扱、排出又は移動しようとす
る事業者が、関係する行政機関に対して、製造等に係る化学物質の量を適切に届
け出るよう、必要な措置を講じなければならない。
２ 　国は、前号の規定に基づき届け出を受けた行政機関によって、その届け出に係
る情報が適切に公表されるよう、必要な措置を講じなければならない。
（非意図的に発生する化学物質の管理）
第 二十四条　国は、非意図的に発生する化学物質によるリスクの低減のため、当該
化学物質の発生状況を監視し、測定し、記録するとともに、当該化学物質による
リスクを可能な限り低減するために必要な措置を講じなければならない。
（緊急の事態への対処） 
第 二十五条　国は、化学物質の排出などより人の健康又は生態系に係る重大な被害
が生ずることを防止するため、当該被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の
事態に適切に対処するよう、当該事態の発生の防止に関する体制の整備その他の
必要な措置が講じられなければならない。 
（化学物質によるリスクの低減に関する国際協力）
第 二十六条　国は、化学物質の監視、測定又は評価の効果的な推進を図るための国
際協力を推進するとともに、化学物質によるリスクの低減のための施策に関する
国際的連携を図るように必要な措置を講じなければならない。
（高懸念化学物質の国際移動の抑制）
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第 二十七条　国は、高懸念化学物質又は高懸念化学物質を含む製品若しくは廃棄物
の国際的な移動が、国際的な連携のもとに抑制されるように、必要な措置を講じ
なければならない。
（化学物質に係る紛争の処理及び被害の救済） 
第 二十八条　国は、化学物質に係る紛争に関するあっせん、調停その他の措置を効
果的に実施し、その他化学物質に係る紛争の円滑な処理を図るため、必要な措置
を講じなければならない。 
２ 　国は、化学物質に係る被害の救済のための措置の円滑な実施を図るため、必要
な措置を講じなければならない。
（化学物質による原状回復）
第 二十九条　国は、化学物質によって損なわれた生態系の機能を可能な限り回復さ
せるため、必要な措置を講じなければならない。
（地方公共団体の施策）
第 三十条　地方公共団体は、第十七条から第二十九条までに定める国の施策に準じ
た施策及びその他のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた化学物
質によるリスクの低減のために必要な施策を、これらの総合的かつ計画的な推進
を図りつつ実施するものとする。この場合において、都道府県は、主として、広
域にわたる施策の実施及び市町村が行う施策の総合調整を行うものとする。
（情報及び意見の交換の促進） 
第 三十一条　化学物質によるリスクの低減に関する施策の策定に当たっては、当該
施策の策定に国民の意見を反映し、並びにその過程の公正性及び透明性を確保す
るため、当該施策に関する情報の提供、当該施策について意見を述べる機会の付与、
関係者との協議の場の設定その他の関係者相互間の情報及び意見の交換の促進を
図るために必要な措置が講じられなければならない。 
（関係行政機関の相互の密接な連携） 
第 三十二条　化学物質によるリスクの低減に関する施策の策定に当たっては、化学
物質によるリスクの低減のために必要な措置が化学物質の研究開発から処分に至
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るすべての段階において適切に講じられるようにするため、関係行政機関の相互
の密接な連携の下に、これが行われなければならない。 
（試験研究の体制の整備等） 
第 三十三条　国及び地方公共団体は、化学物質によるリスクを低減するために科学
的知見の充実に努めることが重要であることにかんがみ、試験研究の体制の整備、
研究開発の推進及びその成果の普及、研究者の養成その他の必要な措置を講じな
ければならない。 
（化学物質に関する情報の収集、整理及び活用等） 
第 三十四条　国及び地方公共団体は、化学物質によるリスクの低減のために必要な
措置の適切かつ有効な実施を図るため、化学物質によるリスクに関する情報の収
集、整理及び活用その他の必要な措置を講じなければならない。 
（化学物質に関する教育、学習等） 
第 三十五条　国及び地方公共団体は、学校、職域、地域その他の場における化学物
質によるリスクの低減に関する教育及び学習を振興させるために必要な措置を講
じなければならない。
２ 　国及び地方公共団体は、国民が化学物質に関する知識と理解を深めるため、化
学物質によるリスクに関する広報活動を充実させなければならない。 
第三章　化学物質評価・調整委員会 
（設置） 
第 三十六条　国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項の規定
に基づいて、総務省の外局として、化学物質評価・調整委員会（以下「委員会」
という。）を設置する。 
（任務） 
第 三十七条　委員会は、化学物質リスク評価を実施するとともに、化学物質の原料
の採取、製造、保管、運搬、使用、排出、再生、処分の各段階にわたる紛争の迅
速かつ適正な解決を図ることを任務とする。 
11 時間で化学物質政策基本法案を作成
250
（所掌事務） 
第 三十八条　委員会は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。
一　第十七条から第十九条までの規定に基づき、化学物質を登録すること。
二 　前号の登録に際して、事業者が行う化学物質リスク評価の結果を審査し、別法
の定めるところにより必要な措置を講ずること。
三 　前号に規定する審査又は自ら行った化学物質リスク評価の結果に基づき、化学
物質によるリスクの低減のため講ずべき施策について関係各大臣に勧告すること。
四 　前号の施策の実施状況を監視し、必要があると認めるときは、関係各大臣に勧
告すること。
五　化学物質又は公害に係る紛争のあっせん、調停、仲裁及び裁定に関すること。 
六　鉱区禁止地域の指定に関すること。 
七 　鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十九号）その他の法律及び鉱業等に係る土
地利用の調整手続等に関する法律（昭和二十五年法律第二百九十二号）の定める
ところにより不服の裁定を行うこと。 
八 　土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第二十七条第二項又は第百三十一
条第一項の意見を述べること。 
九 　前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基づき委員会
に属させられた事務
十 　第一号から前号までに掲げる事務を行うために必要な科学的調査及び研究を行
うこと。 
十 一　第一号から前号までに掲げる事務に係る関係者相互間の情報及び意見の交換
を企画し、及び実施すること。
２ 　委員会は、前項第二号の審査又は自ら化学物質リスク評価を行ったときは、遅
滞なく、関係各大臣に対して、その審査又は化学物質リスク評価の結果を通知し
なければならない。 
３ 　委員会は、前項の規定による通知を行ったとき、又は第一項第三号若しくは第
四号の規定による勧告をしたときは、遅滞なく、その通知に係る事項又はその勧
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告の内容を公表しなければならない。
４ 　関係各大臣は、第一項第三号又は第四号の規定による勧告に基づき講じた施策
について委員会に報告しなければならない。
（委員会の意見の聴取） 
第 三十九条　関係各大臣は、別に政令で定める場合には、委員会の意見を聴かなけ
ればならない。 
２ 　第一項に定めるもののほか、関係各大臣は、化学物質によるリスクの低減に関
する施策を策定するため必要があると認めるときは、委員会の意見を聴くことが
できる。 
（職権の行使） 
第 四十条　委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行う。
（組織） 
第 四十一条　委員会は、委員長及び委員六人をもつて組織する。 
２　委員のうち三人は、非常勤とする。 
３　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
４ 　委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する常勤の委員が、その職務
を代理する。 
（委員長及び委員の任命） 
第 四十二条　委員長及び委員は、人格が高潔で識見の高い者のうちから、両議院の
同意を得て、内閣総理大臣が任命する。
２ 　委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員を生じた場合において、国会の閉会
又は衆議院の解散のために両議院の同意を得ることができないときは、内閣総理
大臣は、前項の規定にかかわらず、同項に定める資格を有する者のうちから、委
員長又は委員を任命することができる。 
３ 　前項の場合においては、任命後最初の国会において両議院の事後の承認を得なけ
ればならない。この場合において、両議院の事後の承認が得られないときは、内
閣総理大臣は、直ちに、その委員長又は委員を罷免しなければならない。 
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（任期） 
第 四十三条　委員長及び委員の任期は、五年とする。ただし、補欠の委員長又は委
員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２　委員長及び委員は、再任されることができる。 
（身分保障） 
第 四十四条　委員長及び委員は、次の各号のいずれかに該当する場合を除いては、在
任中、その意に反して罷免されることがない。 
一　破産手続開始の決定を受けたとき。 
二　禁錮以上の刑に処せられたとき。 
三 　委員会により、心身の故障のため職務の執行ができないと認められたとき、又
は職務上の義務違反その他委員長若しくは委員たるに適しない非行があると認め
られたとき。 
（罷免）
第 四十五条　内閣総理大臣は、委員長又は委員が前条各号の一に該当するときは、そ
の委員長又は委員を罷免しなければならない。 
（委員長及び委員の服務等） 
第 四十六条　委員長及び委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならな
い。その職を退いた後も、同様とする。 
２ 　委員長及び委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極
的に政治運動をしてはならない。 
３ 　委員長及び常勤の委員は、在任中、営利事業を営み、その他金銭上の利益を目
的とする業務を行ない、又は内閣総理大臣の許可のある場合を除くほか、報酬を
得て他の職務に従事してはならない。 
４　委員長及び委員の給与は、別に法律で定める。 
（会議） 
第 四十七条　委員会は、委員長が招集する。 
２ 　委員会は、委員長及び三人以上の委員の出席がなければ、会議を開き、議決を
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することができない。 
３ 　委員会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の
決するところによる。 
４ 　委員会が第四十四条第三号の規定による認定をするには、前項の規定にかかわ
らず、本人を除く全員の一致がなければならない。 
５ 　委員長に事故がある場合の第二項の規定の適用については、第四十一条第四項
に規定する常勤の委員は、委員長とみなす。 
（規則の制定） 
第 四十八条　委員会は、その所掌事務について、法律若しくは政令を実施するため、
又は法律若しくは政令の特別の委任に基づいて、化学物質評価・調整委員会規則
を制定することができる。
（ステークホルダー会議）
第 四十九条　委員会は、第三十八条第一項第三号の施策を立案するときは、あらか
じめ関係者によって構成される会議を開いて、広く関係者と十分に協議しなけれ
ばならない。
２　前号の施策は、前号の協議の結果に基づいて立案しなければならない。
（資料提出の要求等） 
第 五十条　委員会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提出、
意見の開陳、技術的知識の提供その他必要な協力を求めることができる。 
（調査の委託） 
第 五十一条　委員会は、必要があると認めるときは、国の他の行政機関、地方公共
団体、学校、試験研究所、事業者、事業者の団体又は学識経験を有する者に対し、
必要な調査を委託することができる。 
（国会に対する報告） 
第 五十二条　委員会は、毎年、内閣総理大臣を経由して国会に対し所掌事務の処理
状況を報告するとともに、その概要を公表しなければならない。 
（専門委員） 
11 時間で化学物質政策基本法案を作成
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第 五十三条　委員会に、専門の事項を調査させるため、専門委員三十人以内を置く
ことができる。 
２　専門委員は、委員会の申出に基づいて総務大臣が任命する。 
３ 　専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるもの
とする。 
４　専門委員は、非常勤とする。 
５　第四十六条第一項の規定は、専門委員について準用する。
（事務局） 
第 五十四条　委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 
２ 　事務局に置かれる職員のうちには、化学物質に関する科学的知見を有する者及
び弁護士となる資格を有する者を加えなければならない。
（政令への委任） 
第 五十五条　この章に規定するもののほか、委員会に関し必要な事項は、政令で定
める。
（罰則） 
第 五十六条　第四十六条第一項（第五十三条第五項において準用する場合を含む。）
の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は十万円以下の罰金に処する。
